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研究成果の概要（和文）：　知的財産権の政策形成過程は構造上、少数派バイアスが働きやすく、知的財産権が
強化されがちであるが、知的財産権を「政府による行為規制」として把握するメタファをデフォルトとする議論
を促すことでバイアスに抗することができる。そのうえで、特許権に関しては、望ましい行為規制を実現する
「プロセスの一通過点」として特許権を把握することで、権利を所与することなく、制度間の役割分担を論じる
べきであり、著作権に関しては、条文どおりに権利が行使されないことによる「寛容的利用」により何とか均衡
が保たれていることを自覚して、その持続のための諸方策(短期的にはフェア・ユース、長期的には更新登録)を
図るべきである。

研究成果の概要（英文）：The selection of metaphor significantly affects the overall process of 
designing intellectual property regimes.  From this perspective, we can see a patent “right” at 
the stage where it has passed the registration by the Patent Office as a mere transit point within 
the broader process in which the requirements for excluding others from using the invention are 
reviewed step by step. As for the copyright law, problems of daily usage and orphan works has not 
reach beyond critical levels, thanks to “tolerated use” practices. However, civil liability 
attacks against platforms by copyright holders and strengthening criminal sanctions against users 
will bring excessive chilling effect on tolerated use . To secure fundamental sustainable solution, 
establishment of fair use and introduction of renewal registrations are arguably recommendable.

研究分野：知的財産法(不正競争防止法、商標法、特許法、著作権法等)

キーワード： 知的財産法　特許　著作権　商標　不正競争防止法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
邦語文献で主流派の知財法学は、法学を政
治学と経済学とは別個独立のものと考え、法
学の枠内で解釈論を展開することに終始し
ている。 
しかし、知財法は、知財の利用行為に排他
権を設定することにより、公共財に対する市
場を実現する仕組みであるところ、市場には、
知財権に頼るまでもなく、知財を創出するイ
ンセンティヴとして市場先行の利益、秘密管
理、信用等が溢れている。実際、産業組織論
における実証研究では、企業は研究開発費の
回収につき、産業間格差はあるものの、一般
に特許以外のインセンティヴにより多くの
期待を寄せているという結果が出ている。こ
れらの事実上のインセンティヴによって市
場が機能し、相応に産業や文化が発展するの
であれば、あえて知財法が介入する必要はな
い。また、仮に法の介入が要請される場合に
も、ゼロから知財権を作るのではなく、市場
を補完するタイプのものがあって然るべき
である。市場プロセスにまで立ち入った新た
な方法論が必要とされている。 
更に多国籍企業のロビイングを背景にし
た米国のリードの下、知財の保護の水準は、
1990年代から TRIPS協定、WIPO著作権条
約、二国間の自由貿易協定等により、国際的
に飛躍的に高められた。国内でも、例えば、
FAX、コピーアンドペーストなどの企業内の
日常的利用の取扱いに代表されるように、一
般の人々がこの程度は自由だろうと考えて
いる著作権法と、著作権法の条文の間には大
きな乖離が生じている。こうした政治的な現
実は、立法に民主的な正統性が備わっている
ことを前提に、その政策形成過程をブラック
ボックスとしたまま、出来上がった条文の解
釈に終始する伝統的な法解釈論に限界があ
ることを意味する。政策形成プロセスにまで
立ち入った新たな方法論が必要とされてい
る。 

 
２．研究の目的 
以上のように、知財の分野では、経済学は
市場の問題を、政治学は政策形成過程の問題
を、法学は法の解釈の問題を、各々の枠内で
別個独立に解決するという方策は既に限界
を露呈している。夫々の垣根を跨いで、相互
に足らざるところを補い合いながら解決を
目指すインタラクティヴな方法論が望まれ
る。 
このような問題意識の下、研究代表者は、
拠点リーダーを務めた21世紀COEプログラ
ム「新世代知的財産法政策学の国際拠点形
成」(2003～2007年度)、グローバル COEプ
ログラム「多元分散型統御を目指す新世代法
政策学」(2008～2012 年度)において、「知的
財産法政策学」と称する方法論を確立した。
第 1に、市場と法の役割分担という視点を意
識し、どこまでを市場に任せておけば足り、
どこから法が介入すべきなのかという分岐

点を探る（市場指向型知財法）。第 2 に、仮
に法の決定が必要であるとした場合、それを
どの機関に判断させるべきなのか、裁判所だ
けでよいか、特許庁等の判断を介在させるべ
きか、という法的判断主体の役割分担の問題
設定を行う（機能的知財法）。第 3 に、以上
の検討により設計される制度が、私人の行動
の自由を過度に制約していないか、吟味する
（自由統御型知財法）。第 4 に、以上の 3 つ
の作業を通じて、政策形成過程のバイアスの
有無を検証し、プロセスの正統性を回復する
ための工夫を講じることを常に心がける（プ
ロセス正統化）。 
本研究は、かかる知的財産法政策学の成果
のコア部分である方法論研究のところを継
承し、社会心理学、認知言語学の知見を導入
し、総論の更なる発展を図り、引き続き喫緊
の課題に対する具体的な成果を提示するこ
とを目的とする。 

 
３．研究の方法 
知的財産権は、有体物に対する権利である
所有権に比して、どのような行為を規制しう
るのかということに関して制度設計の自由
度が高いために、ロビイングの対象になり易
いところ、多数の者の利用を少数（多くの場
合唯一）の権利者が規制することができると
いう権利の性質上、権利者に多大な利益を生
みがちであるのに対して、利用者の方は権利
者側に比するとその利益が分散し小さくな
る傾向にあるために(特に著作権の場合)、ロ
ビイングに熱心な権利者側の意向が強く政
策形成過程に反映されるために権利が過度
に強化されがちとなる（少数派バイアス）。
しかし、従来のような知的創作物や創作者と
いうメタファを用いた議論は、むしろこのバ
イアスを促進する方向に働く。そこで、本研
究では、政策形成過程に参加し難い者の立場
をマインド・セッティングのデフォルトとす
るメタファを活用することで、政策形成過程
のバイアスに抗し、より望ましい法制度の設
計を企図するという手法を採用する。 
 
４．研究成果 
知的「財産」というメタファは、知的財産
権という制度によって人々の自由が規制さ
れているという意識を希薄化させ、「創作物」
というメタファは権利が当然のものである
という観念を抱かせる点で、少数派バイアス
をむしろ促進してしまう。それに対して、知
的財産権と呼ばれているものの実態は「行為
規制」、「政府規制」であるというメタファは、
知的財産権が実は人々の行為を政府により
規制するものであるということを正確に把
握させるものであり、そのような規制を正当
化するに足りる理由の論証を要求すること
に繋がる。したがって、少数派バイアスに抗
するマインド・セッティングとしては後者が
望まれる。 
「行為規制」という観点から特許制度を検



討すると、同制度は目的を達成するための特
定の行為の規制というゴールに向けて様々
な機構が決定をする制度であると認識する
ことができる。そこから、本研究は、特許庁
が特許権の付与を認めたということは、その
一通過点に過ぎず、望ましい行為規制を実現
していくプロセスの中の通過点として「特許
権」を把握する考え方を提唱し、イノヴェイ
ションの促進のために、審査・付与後異議・
無効審判、均等論、差止請求権の制限等の論
点に、制度間の役割分担の観点から具体的な
提言を行った。また、著作権法に関しても、
本研究は、少数派バイアスの結果、過度に著
作権が強化された立法に対し、権利者が著作
権法の条文通りには権利を行使しないこと
によって黙認されている行為である「寛容的
利用」(e.g. 企業内の零細的複製、同人誌)
によって、なんとか均衡が保たれていること
を自覚すべきことを提唱し、その上で、著作
権教育、刑事罰の強化、プラットフォームに
対する攻撃(e.g. プロバイダ責任の厳格化、
自炊代行の違法化)等によって寛容的利用に
対する「行為規制」が厳格していくにつれ均
衡が崩れつつあることを指摘し、対抗措置と
して、短期的にはフェア・ユース、長期的に
は更新登録を導入すべきこと等の対応策を
提言した。 
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